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ぐらいのメンバーになってきたんです。ですから時間的に言っても 1 人 1 分挨




















































です。この差別禁止に関しては、2010 年の 11 月だったと思いますけども、差


















































































































































の会社に 7 時 50 分に来ても 100 階建てのところに行くのにどれぐらいかかり
ますかね。毎日 10 回の階段を上り下りする、そんな生活できないわけです。
だからエレベーターは一般の人が階段だけでは建物を使えないような状況にあ


































































































































改革の経緯の表を見てもらうとわかりますけども、2012 年の 9 月 14 日に差別
禁止部会の意見がまとまったんです。それで内閣府はそれ以降法案の準備にか
























































































































































































































































































































▶2006(H18)年12月13日 障害者権利条約の採択 ② 常時介助を必要とする重度障害者の地域⽣活を⽀える24時間サービスの対象
▶2007(H19)年 9月28日 障害者権利条約に署名 を重度の⾝体障害者だけでなく、重度の知的障害者や精神障害者にも拡⼤。障
害種別を問わず、重度障害者の地域移⾏の受け⽫を⽤意。
















②「障害者総合福祉法」(仮称)の制定 ▶2013(H25)年 2月9日 ⾃公議員による差別禁⽌にかかる法制定の意思表明









・主な改正点 ▶2013(H25)年 6月13日 精神保健福祉法の改正
① 医学モデルから社会モデルへの転換 ・保護者制度の廃⽌する反⾯、医療保護⼊院の同意権者を拡⼤
② 障害者施策の⽬的を障害者への⽀援と社会的障壁の除去へ




▶2013(H25)年 9月27日 第３次障害者基本計画 閣議決定
▶2012(H24)年 6月20日 障害者総合支援法の成立
・主な改正点 ▶2014(H26)年 1月20日 障害者権利条約 批准
① ⾝体、知的、精神障害(発達障害を含む)のほか、⼀定の難病患者も法の対象に組
み込む。 ▶2014(H26)年 2月19日 障害者権利条約 国内発効
障害者制度改革の経緯①
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会場：精神の分野では精神科特例というのがあります。医者は 3 分の 1 で看護






























あったし今後もあるわけです。それで今度 6 月 26 日ですか病床転換について
の反対集会が東京であります。これにはかなりの障害種別を超えた団体が参加
するんじゃなかろうかなと思っていますけども、やっぱり精神障害の問題を精
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神障害の団体だけに任せない。一番遅れた問題を障害者団体が連携して取り組
む。こういったことが今後の大きな日本の障害者運動のあり方として問われて
くるというふうに思っています。直接的な説明にはなりませんけどそんなこと
を思っています。
立岩：ありがとうございました。最後から 2 つ目の東さんの話の後半と、今の
話の前半の話というのは、実はけっこう大切なことを言っていると思うわけで、
確かに合理的配慮というのはどこまでなのかとか、過重な負担というのはどこ
までなのかって最終的には確かに司法判断ということになるんでしょう。法律
の構造としては。ただそういう法律の司法判断の際に我々が、というか、どう
いう理屈を言っていくのかとか、どういうことを言っているのかということは
学に限らず前もってというか、考えとかないといけないことだろうと思います。
そのときに我々がある種騙されやすいのは、「ここは小さな事業所だから」、
あるいは「赤字の事業所だから」、「ここはやっぱり負担させるのは無理だよね」
と。それはそのとおりなんですよ。それはそのとおりなんですけれども、例え
ばアメリカの ADA というのが雇用の場面では事実上失敗しているというのは、
そういうところにあるんです。つまり小さい事業所に関して事業所負担という
問題がある。すると障害者差別によって雇用しないのではないと言いつつ、　
実質的には排除するということが起こる。
つまりコストを払うのは誰なのかっていう視点をやっぱり別に立てなきゃい
けないということです。事業所で雇うんだから事業所が払うんだということを
あらかじめ前提にしなければ、別のコストの払い方というのはありえて、その
ときには過度ではなく合理的に負担するとことができたりするわけです。例え
ばそういうことを我々は考えていく必要がある。過去の ADA というのは実際
今紹介したような基本雇い主負担というスキームでやってきて、実際雇用の面
ではうまくいっていないということは、学問的に実証されているわけです。と
いうようなことを含めてこれから考えてそれを示していくという課題が我々に
もあるんじゃないかということを東さんの先ほどのお話聞いて私も改めて思っ
た次第です。
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